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DCの継続教育は 
「いかに従業員に寄り添う取り組みを行うか」がポイント

日販は2004年４月にDC制度を導入した。同社の退職給付制度（退職金ポイント）は、退職一時金が60%、DCが40%で構成

されており、DCについては「全部DC」「一部DC」「前払退職金のみ」の３つのコースから１つを選択することになっている。

「DC加入率は全従業員の96%を占めており、マッチング拠出利用率も50%を超えている。当社全体のDCに対する意欲・関

心は非常に高いと思います」と、日販の鈴木一成氏は胸を張る。

ここまでの成果を挙げるために日販が特に力を入れてきたのは、DCの継続教育だ。

「私は従業員の皆さんに寄り添う取り組みを行うことを心掛けて、

業務を進めてきました」と鈴木氏は振り返る。

DC 制度を運営する上で鈴木氏が感じている一番の課題は、「継続

教育の参加率を高めること」だった。この課題をいかにしてクリア

すべきか。試みとして、本社にて直近で実施した集合研修を録画し

て、その録画したDVDを全事業所に配布するようにした。

また、集合研修のカリキュラムの内容においても工夫を凝らして開

催したことがある。初級・中級・上級の３つのレベルに分けて、下

記の４つのカテゴリーをテーマに研修を実施するようにした。

DC制度導入時から社員目線で熱心に取り組み続けてきた日本出版販売（以下、日販）の鈴木一成氏。DCをはじめ
とする福利厚生に力を入れた日販において、従業員の参加率がほぼ100%を誇る「ライフプランセミナー」などユ
ニークな継続教育を実施してきたことでも知られている。そんな鈴木氏から、次世代に継承されるDCの継続教育に
ついてお話を伺った。

日本出版販売のプロフィール
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「DCの継続教育は福利厚生制度」─。
この思いを次世代のDC担当者に
伝えていきたい
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初級・中級・上級のレベル分けについては、DCにおける投資信託の選択割合で決めたという。「ここには、DCで運用するこ

との重要さを従業員に理解してもらいたいという思いを込めています」（鈴木氏）。実際、研修後には、前払退職金のみのコー

スから、DCを組み入れたコースへ変更する従業員が増えたという。

さらに日販ではEラーニングもうまく活用している。2016年から内定者に対し入社前の２月にEラーニングを実施したとこ

ろ、DC 加入率はほぼ100% になったという。「特に20代といった若い世代は E ラーニングの利用率が高く、研修に対する理

解度も高まります」と鈴木氏は言う。

「DC制度導入から一定期間経つと、継続教育の質を維持し、その内容を深掘りしていくのが難しくなるのを痛感する」そう

だが、「継続教育はやはり同じことを伝え続け、繰り返すことが大切。それが従業員の皆さんに寄り添う取り組みなのです」

と鈴木氏は力強く語る。

加入者自らで運用商品の配分指定を行うことが大事

日販では2018年から、運用商品の配分指定書の提出を100%義務付けることにした。そうすると投資信託を選ぶ比率が増え

たという。

「配分指定書に記載されている運用商品の並び順は、元本確保型商品を上に置いていますが、それでも投資信託を選ぶ人が増

えている。元本確保型商品を選ぶ人もいないわけではありませんが、とにかく『自分で選ぶこと』が大切。DCや運用商品の

ことをちゃんと理解した上で書類に書いてくださいと伝えれ

ば、加入者は動いてくれます。『ちゃんと理解する』という

ゴールをどこに設定するか。これはとても重要だと思いま

す」（鈴木氏）。

日販全体のDCの配分指定割合は、元本確保型商品が42%で

ある一方で、投資信託は58%（2018年11月現在）。導入時

から比べて見ても投資信託の割合が高くなってきている。

「少しずつではありますが、当社のDC制度の位置付けにつ

いて従業員の皆さんにしっかり伝わっている結果ではないで

しょうか」と鈴木氏は話す。

「DCへの思い・考え」を次世代の担当者にどうやって継承していくか

このような成果を挙げてきた鈴木氏が現在取り組んでいる課題が「DC担当者の世代交代」だと言う。「この世代交代は制度

● 日販の継続教育・集合研修のカリキュラム

写真左から、高橋典子氏（ビジネスサポート事業部 人事・給与サポート課 
課長）、鈴木氏、吉村美和子氏（同事業部 同課）
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として続けていく上でとても大切なテーマです。私たちが受け取ったバトンは、これまで当社の先輩方が築いてくれたもの。

それをどうやって託していくか。その責任の重さをいま、ひしひしと感じています」。

DC制度を導入してから担当者の代替わりが続いていくと、制度や運営に関する実務などは引き継がれるかもしれないが、導

入した頃の思いや考えなどは後に続く担当者に継承されないケースが多くなりがちだ。

「私は、『企業年金は人事制度だが、継続教育やライフプラン教育は福利厚生だ』と考えています。従業員の皆さんの老後を

考えたときに、当社のDC制度の位置付けについてしっかり伝えることが大切です。ぜひこのことを新しい世代に伝えたいと

思っております。企業年金の業務は一生懸命やれば必ず従業員の皆さんに喜ばれるものだと思いますよ」（鈴木氏）。

そんな鈴木さんの熱い思いや考えを受け継ぐ“後継者”が日販にはたくさんいる。

「私は常に従業員の皆さんの立場に立つことを心掛けています。私たちが従業員のだれかに頼られるときは、その従業員に

とっていざ大切な何かが起きているということ。丁寧さを心掛けて業務を進めていきたいと思っています」（ビジネスサポー

ト事業部 人事・給与サポート課 課長 高橋典子氏）。

「社会保障や年金に関する業務は、社員の人生に関われる恵まれた仕事だと考えています。これからも従業員の皆さんをサ

ポートするために親身に話を聞いていきたいと思います」（同事業部 同課 吉村美和子氏）。

実際、日販では継続教育の講師の若返りを図っている。外部から講師を招かず、社内の内部講師で継続教育を行うのが日販の

スタイルだが、鈴木氏から手ほどきを受け、講師を担当することになった吉村氏は実際に研修を行ってみると、参加者からの

質問の多さに驚いたという。

「『会社を辞めたらどうなるのですか？』『どういうときに投資信託の値動きが大きくなるのですか？』といった質問を寄せら

れ、DCのどういう点に興味や疑問・不安があるのか、何を伝えなければならないのかがわかり、とても勉強になります」。

最後に鈴木氏は、他の事業主の DC 担当として日々頑張っている方に向け

て、２つのアドバイスを寄せてくれた。

「１つ目は、他社の担当者と情報共有することです。DC担当者は得てして

孤独になりがちです。できるだけ社外の担当者とつながりを作り、お互いに

情報を共有できるようにしたらいいと思います。

２つ目は、運営管理機関に自分の意見を伝えることです。単に運営管理機関

に対して質問を投げるだけなく、『自分自身はこう思うのだけれど、この考

え方は正しいのか？』とはっきり意見を伝えましょう。こういうコミュニ

ケーションを繰り返していくことで、運営管理機関からもより的確な返答を

してくれるはずですよ」。 

記事に関するご意見・ご感想やDCに関するお取り組み等については

までお願いいたします。

dcjoho@npo401k.org

鈴木氏（写真左上）、吉村氏（右上）、高橋氏（左下）、青田
剣輔氏（ビジネスサポート事業部 人事・給与サポート
課 係長／右下）


